
第７期介護保険事業の地域分析・検討結果

H29 H30 R1 H29 H30 R1 H29 H30 R1 H29 H30 R1

認定率 B4-a ％ 14.4 14.2 14.2 14.6 15.0 15.4 18.0 18.3 18.5 14.1 13.9 14.1

全国平均等を下
回っている。

人口構成上、新たに第1号被保険者に
到達する人数が一定規模を保ってい
ることや、介護予防等の施策によって
要介護認定者数を抑制しているものと
考える。（保険給付費の決算額が近年
横ばいの状況である）

引き続き、介護予防を
重点的に取り組むこと
で、介護認定を抑制し
ていく。

H29 H30 R1 H29 H30 R1 H29 H30 R1 H29 H30 R1

受給率
（施設サービス）

D2 ％ 2.7 2.6 2.6 2.4 2.5 2.5 2.8 2.8 2.8 3.5 3.5 3.4

受給率
（居住系サービス）

D3 ％ 0.8 0.9 0.9 1.1 1.2 1.3 1.2 1.3 1.3 0.6 0.6 0.7

受給率
（在宅サービス）

D4 ％ 7.5 7.5 7.6 7.7 7.6 7.8 9.9 9.6 9.8 7.0 6.7 6.8

受給者1人あたり給付月額
（在宅および居住系サ－ビス）

D15-a 円 130,318 128,558 128,999 122,601 125,415 126,048 125,301 128,215 128,900 111,670 109,948 110,993

受給者1人あたり給付月額
（在宅サービス）

D15-b 円 123,301 121,282 121,512 111,492 113,735 114,135 114,918 117,543 118,093 106,238 103,237 103,003

受給者1人あたり給付月額
（訪問介護）

D17-a 円 46,398 45,090 38,589 50,897 54,017 55,214 61,591 67,113 68,976 40,615 42,551 44,810

受給者1人あたり利用日数・回数
（訪問介護）

D31-a 回 16.7 15.9 14.8 17.1 18.6 18.7 20.9 23.6 24.0 13.7 13.8 14.0

受給者1人あたり給付月額
（通所介護）

D17-f 円 93,543 91,889 90,058 73,736 80,378 81,473 74,021 80,636 81,708 76,228 76,273 77,926

受給者1人あたり利用日数・回数
（通所介護）

D31-e 日 11.9 11.8 11.6 9.0 10.5 10.6 9.2 10.6 10.7 10.2 10.5 10.7

受給者1人あたり給付月額
（通所リハ）

D17-g 円 56,049 56,845 55,941 62,820 60,841 60,007 61,790 59,781 58,548 61,329 59,498 58,412

受給者1人あたり利用日数・回数
（通所リハ）

D31-f 日 5.2 5.3 5.4 6.4 6.3 6.3 6.2 6.1 5.9 6.4 6.3 6.0

受給者1人あたり給付月額
（短期入所生活介護）

D17-h 円 125,169 125,015 129,045 100,241 101,741 104,321 93,708 94,824 96,210 113,004 108,815 110,845

受給者1人あたり利用日数・回数
（短期入所生活介護）

D31-g 日 15.6 15.6 16.0 12.1 12.3 12.5 11.5 11.6 11.7 13.9 13.4 13.7

受給者1人あたり給付月額
（認知症対応型共同生活介護）

D17-q 円 248,014 249,951 257,850 252,212 253,150 256,443 249,222 250,368 253,186 247,227 244,923 250,817

データ　：　見える化システムより

全国平均等と比べ
ると、特に短期入
所生活介護が大き
い。反対に訪問介
護は全国平均等よ
り少ない。

介護者の介護負担軽減や特養入所待
機のため、ショートステイを利用する傾
向が強いのではないかと考える。

施設サービスでは利用
定員数があるため、在
宅ケアの環境づくりを整
えることで、要介護度が
重度化しても、住み慣
れた地域で生活を継続
てきるように介護と医療
の連携を推進していく。

全国平均等を下
回っている。

全国平均と県平均と同様に施設より、
在宅の受給率が高い傾向にある。市
内に特別養護老人ホームが平成28、
29年度において１施設ずつ新設され
たものの、施設サービスの受給率に
影響は生じていない。一方、在宅サー
ビスは僅かであるが増加しているた
め、利用者の自宅でのサービス利用
希望が現れているのではないか。

利用者の動向などを踏
まえ、施設の設置・運営
については、効率的か
つ効果的に行うことが
必要である。また、可能
な限り在宅で過ごせる
ように、介護予防を重
点的に取り組み、要介
護度の重度化を防ぎ、
保険給付費を抑制して
いく。
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